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どのような要因が「社会的合意」
の成功と失敗の決め手なのか

先行研究の内容では「社会的合意」
がどうやって成功するか明らかにな
っていない

社会的合意のない政策決定がなされる
と、国民全体で論じるべき社会問題が無
関心を招くほか、処分地建設後に大きな
影響を受ける自治体の意見を反映しない
一方的な政策が行われる可能性があるた
め、政策決定過程での社会的合意形成の
重要性を再確認する。

利害関係者たちの意見が政策に反映

される構造の有無

政治過程にあたって仮説①の条件が含ま

れているか否か

仮説①

仮説②

社会的合意で意見が反映されための構 造の理論
での条件達成程度を先行研究対象で比 較しなが
ら判断する。また、その条件が政治過程に包含
されることで与える影響を先行研究対象で比較
し判断する。

仮説①

「下意上達」のアプローチ＝ステークホルダー・インボルブメ

ントの採択が必要

3つの要素→①ビジョン明示＆戦略 ②手続き＆ルール＆制度

③インパクト＆価値評価

3つの要素を満たすための3つの条件→①手続き的公正 ②情報

提供及びコミュニケーション ③対話の場の提供

（比較）

EIA（環境影響評価）手続きの中で市民の意見表明の

場、意見が反映される機会の提供。STUK（フィンランド放射線

・原子力安全局）のマスコミや市民への情報提供。住民との対

話や自治体、ポシヴァ社代表者との会合の存在。

政府と自治体首長間での排他的な意思決定、政府の断片

的な情報提供

仮説②

文献調査開始後に「対話の場」開催

最終処分地の選定前に市民からの質問対応、会合の実

施、EIA手続きの存在⇒決定的な違いは本格的な応募前後での

意見収集とそのための手続き

十分な情報提供、積極的な市民の意見表明機会の設置、意見の

反映が保障される制度、手続きが設けられたフィンランドの社

会的合意が成功したと判断可能⇒ ３つの条件が要因になること

が明らかになった⇒仮説①、②検証

分析結果

政策決定過程において処分地建設自治体の合意を取り付け

るべき

→概要調査は、市長・知事の反対があれば行われない

→市民の合意も含めてはどうか
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北海道寿都町と神恵内村で高レベル放射性廃棄物の最
終処分地選定の第一段階である文献調査が開始された
ものの、地域で分断が起こっており、地域で合意がな
されたとなされたとは言えない状況である。


